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事業者は、機械間またはこれと他の設備
との間に設ける通路については、幅【　】
以上のものとしなければならない。
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ウ．１ｍ

（労働調査会「労働安全衛生広報（別冊）」より） ※答えと解説は裏面
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4月25日（水）に安全衛生センター第2回理事会を開催
した。

冒頭、可知理事長より最新の労災事故状況の報告があ
り、「本会議の主要テーマである全国安全週間の取り組み
は昭和3年に始まっており、今年で91回目となる。これま
で、労使がともに人命尊重の理念のもと取り組み続けて
きているなかで、理事会もその一翼を担っていることを
認識し、忌憚のない意見をいただきたい」と挨拶があった。

主な内容は次のとおりである。
１～ 3月の活動報告の後、確認事項①理事の交代②当

面の日程について提案・確認した。

◇理事の交代
構 成 組 織 新 理 事 旧 理 事
愛教組連合 安 田 純 也 伊 東 利 典
自 治 労 伊 藤 和 寿 鈴 木 武 夫

議事については、①全国安全週間の取り組み　②労働
保険適正加入の促進　③安全衛生センター 2018年度中
間決算　④労働保険事務組合 平成29年度会計決算　⑤第
3回理事会の開催について提案し、すべて承認された。

特に、全国安全週間に向けて実施する労災防止キャン
ペーンについては、今年もチェックリストを配布して職
場点検を要請するが、昨今の労災事故の動向を踏まえ、
労災事故で最も多い転倒災害、労災防止に効果的なリス
クアセスメント、ＫＹ（危険予知）活動のマンネリ化など、
それぞれの課題が浮き彫りになるような内容とした。大
規模事業所では独自に安全活動が実施されているが、中
小事業所や第三次産業については労災防止活動が十分に
行われていない状況もみられるため、配布するチェック
リストを活用して積極的な取り組みをしてほしい。

最後に、労働安全衛生に関する労使の先進的な取り組
みや好事例の横展開を図るため調査を実施することを提
案した。これについては今後、事務局から示した調査項
目などについて理事の意見を仰ぎ、次回の理事会で引き
続き検討することとした。

理事会後の理事研修では、新たに策定された『第13次
労働災害防止推進計画』について愛知労働局の桑原安全
課長より説明を受け、業種別の課題や労災事故減少を図
るための目標値、対策について共有化を図った。

※�国が策定した『第13次労働災害防止計画』の小冊子
が必要な場合は、安全衛生センターに連絡を。

全国安全週間に向けた取り組みを確認
～安全衛生センター第2回理事会～

２０１８労災防止キャンペーン
職場の自主点検を実施しよう

　すべての職場から労働災害を未然に防止するため、
７月の「全国安全週間」（7/1～ 7/7）に向けて、労災
防止キャンペーンを以下のとおり展開する。

構成組織の取り組み
　５月中に配布される『労災防止キャンペーン』チェッ
クリストを加盟組合に配布し、職場点検を実施するよ
う要請し、取り組みの促進とフォローを行う。

加盟組合の取り組み　
　配布されたチェックリストも効果的に活用しながら
６～７月の間に職場点検を実施し、未実施項目や課題
については安全衛生委員会で取り上げたり職場で話し
合ったりするなど、労災防止に向けた積極的な活動を
推進する。

  



安全衛生クイズ基本編 ⑫
【答え】ア
＜労働安全衛生規則第543条＞
　事業者は、機械間またはこれと他の設備との間に設
ける通路については、幅80㎝以上のものとしなければ
なりません。

血管年齢＆ストレスチェックに行列
～愛知県中央メーデー～

　4月21日（土）に久屋大通公園久屋広場で開催された愛
知県中央メーデーに出展し、『血管年齢＆ストレスチェック』
を実施した。
　数分で結果が出る簡易さもあって行列ができるほどの人
気で、血管年齢やストレスへの関心の高さも伺えた。プリ
ントアウトされた身体的・精神的ストレス、ストレス耐性、
血管年齢の結果を見て、来場者は一喜一憂。結果をもとに、
日本産業カウンセラー協会のカウンセラーがアドバイスし、
あわせて「心の相談室」のＰＲも行った。
　

　

世界禁煙デー：５月31日
禁煙週間：2018年5月31日～6月6日

2020年、受動喫煙の無い社会を目指して
～たばこの煙から子ども達をまもろう～

　世界保健機構（ＷＨＯ）は、喫煙しないことが一般的な
社会習慣となることをめざし、平成元年に5月31日を「世界
禁煙デー」と定め、厚生労働省においても、平成4年から世
界禁煙デーが始まる1週間を「禁煙週間」と定め、各種施策
を講じてきた。
　喫煙および受動喫煙は、世界における最大の死因である
心血管疾患の主要な原因の一つで、禁煙し、受動喫煙を避
けることは、心筋梗塞や脳卒中にならないための最も重要
な疾病予防法とも言われている。
　近年の動向としては、2020年東京オリンピック・パラリ
ンピック競技大会関係府省庁連絡会議の下に受動喫煙防止
対策強化検討チームを立ち上げ、検討が進められているほ
か、望まない受動喫煙の防止を図るため、平成30年3月に健
康増進法の一部を改正する法律案が今国会に提出されたと
ころである。現行の健康増進法では、飲食店などの受動喫
煙対策は努力義務であるが、改正案は、喫煙者や施設管理
者等に対し、罰則付きで受動喫煙防止を義務付けるもので、
今後の国会審議が注目される。

ＳＴＯＰ！熱中症

　愛知県の平成29年の熱中症による死傷災害は36
件（うち死亡災害1件）で、平成26年から増加傾
向にある。全国の死亡災害の発生状況をみると、
WBGT値（暑さ指数）測定器を事業場で準備して
いないため、作業環境の把握や作業計画の変更がで
きていない例や、熱中症になった労働者の発見や救
急搬送が遅れた例、事業場における健康管理を適切
に実施していない例などが見られた。
　今年は例年より気温が高い暖春傾向が続き、4月
の段階で真夏日に迫る気温を記録した。夏は猛暑日
が多いとの予測もあるため、それぞれの職場で、早
めの熱中症予防対策が必要だ。

各事業場における実施事項

①　WBGT値（暑さ指数）の把握の準備
　　�WBGT値（暑さ指数）測定器はJIS規格に適合

したものを準備すること
②　作業計画の策定
　　�暑熱環境下においては作業を中止すること、休

憩時間を一定時間ごとに十分に確保すること
を見積った計画とすること

③　設備対策の検討
　　�簡易な屋根の設置、通風または冷房設備の設置、

ミストシャワー等による散水設備の設置を検討
すること

④　休憩場所の確保の検討
　　�作業場所の近くに冷房を備えた休憩場所また

は日陰等の涼しい休憩場所の確保を検討する
こと

⑤　服装等の検討
　　�透湿性および通気性の良い服装を準備すること
⑥　教育研修の実施
　　�各級管理者、労働者に対する教育を実施すること
　　※環境省熱中症予防サイトを参照
⑦　�熱中症予防管理者の選任および責任体制の確立
⑧　緊急事態の措置
　　�労働者の体調不良時に搬送する病院の把握と

緊急時の対応について確認を行い、労働者に周
知すること


